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議案第84号 ］ 

茅ヶ崎市障害者ふれあい活動ホーム条例の一部を改正する条例について

1 提案の理由

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律の改正に伴い、所要の

規定を整備するため提案する。

2 根拠法規

地方自治法（昭和 22年法律第67号）第 244条の 2第 1項

3 条例の概要

(1) 引用条項を改めることとした。 （第 3条関係）

(2) この条例は、公布の日から施行することとした。
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茅ヶ崎市障害者ふれあい活動ホーム条例の一部を改正する条例新旧対照表

改 正 後 改 正 前

（事業） （事業）

第3条ふれあい活動ホーム赤羽根は、次に掲げる I第3条ふれあい活動ホーム赤羽根は、次に掲げる
事業を行うものとする。

(1)障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律（平成17年法律第12 3号

。以下「法」という。）第5条第14項に規定

する就労移行支援（以下「就労移行支援」とい

う。）

(2)法第5条第15項に規定する就労継続支援（

以下「就労継続支援」という。）

(3)略

2 略

3 略

事業を行うものとする。

(1)障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律（平成17年法律第12 3号

。以下「法」という。）第5条第13項に規定

する就労移行支援（以下「就労移行支援」とい

う。）

(2)法第5条第14項に規定する就労継続支援（

以下「就労継続支援」という。）

(3)略

2 略

3 略
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茅ヶ崎市障害者ふれあい活動ホーム条例の一部を改正する条例参照条文

0地方自治法

（公の施設の設置、管理及び廃止）

第二百四十四条の二 普通地方公共団体は、法律又はこれに基づく政令に特別の定めがあるものを除

くほか、公の施設の設置及びその管理に関する事項は、条例でこれを定めなければならない。

2 普通地方公共団体は、条例で定める重要な公の施設のうち条例で定める特に重要なものについて

、これを廃止し、又は条例で定める長期かつ独占的な利用をさせようとするときは、議会におい

て出席議員の三分の二以上の者の同意を得なければならない。

3 普通地方公共団体は、公の施設の設置の目的を効果的に達成するため必要があると認めるときは

、条例の定めるところにより、法人その他の団体であって当該普通地方公共団体が指定するもの

（以下本条及び第二百四十四条の四において「指定管理者」という。）に、当該公の施設の管理

を行わせることができる。

4 前項の条例には、指定管理者の指定の手続、指定管理者が行う管理の基準及び業務の範囲その他

必要な事項を定めるものとする。

5 指定管理者の指定は、期間を定めて行うものとする。

6 普通地方公共団体は、指定管理者の指定をしようとするときは、あらかじめ、当該普通地方公共

団体の議会の議決を経なければならない。

7 指定管理者は、毎年度終了後、その管理する公の施設の管理の業務に関し事業報告書を作成し、

当該公の施設を設置する普通地方公共団体に提出しなければならない。

8 普通地方公共団体は、適当と認めるときは、指定管理者にその管理する公の施設の利用に係る料

金（次項において「利用料金」という。）を当該指定管理者の収入として収受させることができ

る。

9 前項の場合における利用料金は、公益上必要があると認める場合を除くほか、条例の定めるとこ

ろにより、指定管理者が定めるものとする。この場合において、指定管理者は、あらかじめ当該

利用料金について当該普通地方公共団体の承認を受けなければならない。

1 0 普通地方公共団体の長又は委員会は、指定管理者の管理する公の施設の管理の適正を期するた

め、指定管理者に対して、当該管理の業務又は経理の状況に関し報告を求め、実地について調査

し、又は必要な指示をすることができる。

1 1 普通地方公共団体は、指定管理者が前項の指示に従わないときその他当該指定管理者による管

理を継続することが適当でないと認めるときは、その指定を取り消し、又は期間を定めて管理の

業務の全部又は一部の停止を命ずることができる。

0障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（障害者の日常生活

及び社会生活を総合的に支援するための法律等の一部を改正する法律（令和 4年法

律第 10 4号）第3条の規定による改正後のもの）

第五条 この法律において「障害福祉サービス」とは、居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援

護、療養介護、生活介護、短期入所、重度障害者等包括支援、施設入所支援、自立訓練、就労選

択支援、就労移行支援、就労継続支援、就労定着支援，ら自立生活援助及び共同生活援助をいい、｀

「障害福祉サービス事業」とは、障害福祉サービス（障害者支援施設、独立行政法人国立重度知

的障害者総合施設のぞみの園法（平成十四年法律第百六十七号）第十一条第一号の規定により独

立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園が設置する施設（以下「のぞみの園」という

。）その他主務省令で定める施設において行われる施設障害福祉サービス（施設人所支援及び主

務省令で定める障害福祉サービスをいう。以下同じ。）を除く。）を行う事栗をいう。

2 この法律において「居宅介随」とは、障害者等につき、居宅において人浴、排せつ又は食事の介

の他の主務省令で定める便宜を供与することをいう。

3 この法津において「重度訪間介譲」とはも重度の肢休不自山者その他の障害者であって常時介施

を要するものとして主務省令で定めるものにつき、届宅又は二れに相当する場所として主務省令



-132-

--0123456789

で定める場所における入浴、排せつ又は食事の介護その他の主務省令で定める便宜及び外出時に

おける移動中の介護を総合的に供与することをいう。

4 この法律において「同行援護」とは、視覚障害により、移動に著しい困難を有する障害者等につ

き、外出時において、当該障害者等に同行し、移動に必要な情報を提供するとともに、移動の援

護その他の主務省令で定める便宜を供与することをいう。

5 この法律において「行動援護」とは、知的障害又は精神障害により行動上著しい困難を有する障

害者等であって常時介護を要するものにつき、当該障害者等が行動する際に生じ得る危険を回避

するために必要な援護、外出時における移動中の介護その他の主務省令で定める便宜を供与する

ことをいう。

6 この法律において「療養介護」とは、医療を要する障害者であって常時介護を要するものとして

主務省令で定めるものにつき、主として昼間において、病院その他の主務省令で定める施設にお

いて行われる機能訓練、療養上の管理、看護、医学的管理の下における介護及び日常生活上の世

話の供与をいい、 「療養介護医療」とは、療養介護のうち医療に係るものをいう。

7 この法律において「生活介護」とは、常時介護を要する障害者として主務省令で定める者につき

、主として昼間において、障害者支援施設その他の主務省令で定める施設において行われる入浴

、排せつ又は食事の介護、創作的活動又は生産活動の機会の提供その他の主務省令で定める便宜

を供与することをいう。

8 この法律において「短期入所」とは、居宅においてその介護を行う者の疾病その他の理由により

、障害者支援施設その他の主務省令で定める施設への短期間の入所を必要とする障害者等につき

、当該施設に短期間の入所をさせ、入浴、排せつ又は食事の介護その他の主務省令で定める便宜

を供与することをいう。

9 この法律において「重度障害者等包括支援」とは、常時介護を要する障害者等であって、その介

護の必要の程度が著しく高いものとして主務省令で定めるものにつき、居宅介護その他の主務省

令で定める障害福祉サービスを包括的に提供することをいう。

1 0 この法律において「施設入所支援」とは、その施設に入所する障害者につき、主として夜間に

おいて、入浴、排せつ又は食事の介護その他の主務省令で定める便宜を供与することをいう。

1 1 この法律において「障害者支援施設」とは、障害者につき、施設入所支援を行うとともに、施

設入所支援以外の施設障害福祉サービスを行う施設（のぞみの園及び第一項の主務省令で定める

施設を除く。）をいう。

1 2 この法律において「自立訓練」とは、障害者につき、自立した日常生活又は社会生活を営むこ

とができるよう、主務省令で定める期間にわたり、身体機能又は生活能力の向上のために必要な

訓練その他の主務省令で定める便宜を供与することをいう。

1 3 この法律において「就労選択支援」とは、就労を希望する障害者又は就労の継続を希望する障

害者であって、就労移行支援若しくは就労継続支援を受けること又は通常の事業所に雇用される

ことについて、当該者による適切な選択のための支援を必要とするものとして主務省令で定める

者につき、短期間の生産活動その他の活動の機会の提供を通じて、就労に関する適性、知識及び

能力の評価並びに就労に関する意向及び就労するために必要な配慮その他の主務省令で定める事

項の整理を行い、又はこれに併せて、当該評価及び当該整理の結果に基づき、適切な支援の提供

のために必要な障害福祉サービス事業を行う者等との連絡調整その他の主務省令で定める便宜を

供与することをいう。

旦 この法律において「就労移行支援」とは、就労を希望する障害者及び通常の事業所に雇用され

ている障害者であって主務省令で定める事由により当該事業所での就労に必要な知識及び能力の

向上のための支援を一時的に必要とするものにつき、主務省令で定める期間にわたり、生産活動

その他の活動の機会の提供を通じて、就労に必要な知識及び能力の向上のために必要な訓練その

他の主務省令で定める便宜を供与することをいう。

旦 この法律において「就労継続支援」とは、通常の事業所に雇用されることが困難な障害者及び

通常の事業所に雇用されている障害者であって主務省令で定める事由により当該事業所での就労

に必要な知識及び能力の向上のための支援を一時的に必要とするものにつき、就労の機会を提供
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するとともに、生産活動その他の活動の機会の提供を通じて、その知識及び能力の向上のために

必要な訓練その他の主務省令で定める便宜を供与することをいう。

1 6 この法律において「就労定着支援」とは、就労に向けた支援として主務省令で定めるものを受

けて通常の事業所に新たに雇用された障害者につき、主務省令で定める期間にわたり、当該事業

所での就労の継続を図るために必要な当該事業所の事業主、障害福祉サービス事業を行う者、医

療機関その他の者との連絡調整その他の主務省令で定める便宜を供与することをいう。

1 7 この法律において「自立生活援助」とは、施設入所支援又は共同生活援助を受けていた障害者

その他の主務省令で定める障害者が居宅における自立した日常生活を営む上での各般の問題につ

き、主務省令で定める期間にわたり、定期的な巡回訪問により、又は随時通報を受け、当該障害

者からの相談に応じ、必要な情報の提供及び助言その他の主務省令で定める援助を行うことをい

う。

1 8 この法律において「共同生活援助」とは、障害者につき、主として夜間において、共同生活を

営むべき住居において相談、入浴、排せつ若しくは食事の介護その他の日常生活上の援助を行い

、又はこれに併せて、居宅における自立した日常生活への移行を希望する入居者につき、当該日

常生活への移行及び移行後の定着に関する相談その他の主務省令で定める援助を行うことをいう

1 9 この法律において「相談支援」とは、基本相談支援、地域相談支援及び計画相談支援をいい、

「地域相談支援」とは、地域移行支援及び地域定着支援をいい、 「計画相談支援」とは、サービ

ス利用支援及び継続サービス利用支援をいい、 「一般相談支援事業」とは、基本相談支援及び地

域相談支援のいずれも行う事業をいい、 「特定相談支援事業」とは、基本相談支援及び計画相談

支援のいずれも行う事業をいう。

20 この法律において「基本相談支援」とは、地域の障害者等の福祉に関する各般の問題につき、

障害者等、障害児の保護者又は障害者等の介護を行う者からの相談に応じ、必要な情報の提供及

び助言を行い、併せてこれらの者と市町村及び第二十九条第二項に規定する指定障害福祉サービ

ス事業者等との連絡調整（サービス利用支援及び継続サービス利用支援に関するものを除く。）

その他の主務省令で定める便宜を総合的に供与することをいう。

2 1 この法律において「地域移行支援」とは、障害者支援施設、のぞみの園若しくは第一項若しく

は第六項の主務省令で定める施設に入所している障害者又は精神科病院（精神科病院以外の病院

で精神病室が設けられているものを含む。第八十九条第七項において同じ。）に入院している精

神障害者その他の地域における生活に移行するために重点的な支援を必要とする者であって主務

省令で定めるものにつき、住居の確保その他の地域における生活に移行するための活動に関する

相談その他の主務省令で定める便宜を供与することをいう。

2 2 この法律において「地域定着支援」とは、居宅において単身その他の主務省令で定める状況に

おいて生活する障害者につき、当該障害者との常時の連絡体制を確保し、当該障害者に対し、障

害の特性に起因して生じた緊急の事態その他の主務省令で定める場合に相談その他の便宜を供与

することをいう。

2 3 この法律において「サービス利用支援」とは、第二十条第一項若しくは第二十四条第一項の申

請に係る障害者等又は第五十一条の六第一項若しくは第五十一条の九第一項の申請に係る障害者

の心身の状況、その置かれている環境、当該障害者等又は障害児の保護者の障害福祉サービス又

は地域相談支援の利用に関する意向その他の事情を勘案し、利用する障害福祉サービス又は地域

相談支援の種類及び内容その他の主務省令で定める事項を定めた計画（以下「サービス等利用計

画案」という。）を作成し、第十九条第一項に規定する支給決定（次項において「支給決定」と

いう。）、第二十四条第二項に規定する支給決定の変更の決定（次項において「支給決定の変更

の決定」という。）、第五十一条の五第一項に規定する地域相談支援給付決定（次項において「

地域相談支援給付決定」という。）又は第五十一条の九第二項に規定する地域相談支援給付決定

の変更の決定（次項において「地域相談支援給付決定の変更の決定」という。） （以下「支給決

定等」と総称する。）が行われた後に、第二十九条第二項に規定する指定障害福祉サービス事業

者等、第五十一条の十四第一項に規定する指定一般相談支援事業者その他の者（次項において「
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関係者」という。）との連絡調整その他の便宜を供与するとともに、当該支給決定等に係る障害

福祉サービス又は地域相談支援の種類及び内容、これを担当する者その他の主務省令で定める事

項を記載した計画（以下「サービス等利用計画」という。）を作成することをいう。

24 この法律において「継続サービス利用支援」とは、第十九条第一項の規定により支給決定を受

けた障害者若しくは障害児の保護者（以下「支給決定障害者等」という。）又は第五十一条の五

第一項の規定により地域相談支援給付決定を受けた障害者（以下「地域相談支援給付決定障害者

」という。）が、第二十三条に規定する支給決定の有効期間又は第五十一条の八に規定する地域

相談支援給付決定の有効期間内において継続して障害福祉サービス又は地域相談支援を適切に利

用することができるよう、当該支給決定障害者等又は地域相談支援給付決定障害者に係るサービ

ス等利用計画（この項の規定により変更されたものを含む。以下同じ。）が適切であるかどうか

につき、主務省令で定める期間ごとに、当該支給決定障害者等の障害福祉サービス又は当該地域

相談支援給付決定障害者の地域相談支援の利用状況を検証し、その結果及び当該支給決定に係る

障害者等又は当該地域相談支援給付決定に係る障害者の心身の状況、その置かれている環境、当

該障害者等又は障害児の保護者の障害福祉サービス又は地域相談支援の利用に関する意向その他

の事情を勘案し、サービス等利用計画の見直しを行い、その結果に基づき、次のいずれかの便宜

の供与を行うことをいう。

ー サービス等利用計画を変更するとともに、関係者との連絡調整その他の便宜の供与を行うこ

と。

ニ 新たな支給決定若しくは地域相談支援給付決定又は支給決定の変更の決定若しくは地域相談
支援給付決定の変更の決定が必要であると認められる場合において、当該支給決定等に係る障

害者又は障害児の保護者に対し、支給決定等に係る申請の勧奨を行うこと。

2 5 この法律において「自立支援医療」とは、障害者等につき、その心身の障害の状態の軽減を図

り、自立した日常生活又は社会生活を営むために必要な医療であって政令で定めるものをいう。

2 6 この法律において「補装具」とは、障害者等の身体機能を補完し、又は代替し、かつ、長期間

にわたり継続して使用されるものその他の主務省令で定める基準に該当するものとして、義肢、

装具、車椅子その他の主務大臣が定めるものをいう。

2 7 この法律において「移動支援事業」とは、障害者等が円滑に外出することができるよう、障害

者等の移動を支援する事業をいう。

2 8 この法律において「地域活動支援センター」とは、障害者等を通わせ、創作的活動又は生産活

動の機会の提供、社会との交流の促進その他の主務省令で定める便宜を供与する施設をいう。

2 9 この法律において「福祉ホーム」とは、現に住居を求めている障害者につき、低額な料金で、

居室その他の設備を利用させるとともに、日常生活に必要な便宜を供与する施設をいう。
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内

閣

総

理

大

互

石

破

茂

厚

生

労

慟

大

臣

福

岡

資

麿

障
害
者
の
日
常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
総
合
的
に
支
援
す
る
た
め
の
法
律
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
佳
の
一
部
の
施

行
期
日
を
定
め
る
政
令
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。

内
閣
総
理
大
臣

政
令
第
八
十
四
号

障
害
者
の
日
常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
総
合
的
に
支
援
す
る
た
め
の
法
律
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
一
部

の
施
行
期
日
を
定
め
る
政
令

内
閣
は
、
障
害
者
の
日
常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
総
合
的
に
支
援
す
る
た
め
の
法
律
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令

和
四
年
法
律
第
百
四
号
）
附
則
第
一
条
第
四
号
の
規
定
に
基
づ
き
、
こ
の
政
令
を
制
定
す
る
。

障
害
者
の
日
常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
総
合
的
に
支
援
す
る
た
め
の
法
律
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
徒
（
以
下
「
法
」

と
い
う
。
）
附
則
第
一
条
第
四
号
に
掲
げ
る
規
定
の
施
行
期
日
は
、
令
和
七
年
十
月
一
日
と
す
る
。
た
だ
し
、
法
第
三
条

中
障
害
者
の
日
常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
総
合
的
に
支
援
す
る
た
め
の
法
律
（
平
成
十
七
年
法
律
第
百
二
十
二
号
）
の

目
次
の
改
正
規
定
、
同
法
第
五
章
の
章
名
の
改
正
規
定
、
同
法
第
八
十
九
条
の
二
の
二
第
一
項
及
び
第
八
十
九
条
の
二

の
三
の
改
正
規
定
、
同
条
を
同
法
第
八
十
九
条
の
二
の
十
と
す
る
改
正
規
定
、
同
条
の
次
に
一
条
を
加
え
る
改
正
規
定
、

同
法
第
八
十
九
条
の
二
の
二
の
次
に
七
条
を
加
え
る
改
正
規
定
、
同
法
第
百
九
条
の
次
に
―
一
条
を
加
え
る
改
正
規
定
、

同
法
第
百
十
一
条
の
改
正
規
定
、
同
条
の
次
に
一
条
を
加
え
る
改
正
規
定
並
び
に
同
法
第
百
十
二
条
の
改
正
規
定
並
び

に
法
第
六
条
の
規
定
並
び
に
法
附
則
第
六
条
、
第
四
十
一
条
及
び
第
四
十
二
条
の
規
定
の
施
行
期
日
は
．
令
和
七
年
十

二
月
一
日
と
す
る
。

令
和
七
年
三
月
―
―
十
六
日

御

名

御

璽

石

破

茂
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―
―
第
一
条
の
規
定
、
第
四
条
中
児
童
福
祉
法
第
二
十
一
条
の
五
の
七
第
一
項
、
第
一
二
十
三
条
の
十
八
第
一
項
、
第

三
十
三
条
の
二
十
第
五
項
及
び
第
三
十
三
条
の
二
十
二
の
改
正
規
定
並
び
に
第
三
十
三
条
の
二
十
三
の
次
に
一
一
条

を
加
え
る
改
正
規
定
、
第
七
条
の
規
定
（
前
号
に
掲
げ
る
改
正
規
定
を
除
く
。
）
、
第
九
条
中
障
害
者
の
屈
用
の
促

進
等
に
関
す
る
法
律
（
以
下
「
障
害
者
雇
用
促
進
法
」
と
い
う
。
）
第
五
条
、
第
二
十
条
、
第
二
十
二
条
、
第
四
十

五
条
の
三
第
二
項
、
第
三
項
及
び
第
七
項
並
び
に
第
七
十
四
条
の
三
第
四
項
の
改
正
規
定
、
第
十
三
条
中
身
体
障

害
者
福
祉
法
第
九
条
第
二
項
か
ら
第
四
項
ま
で
の
改
正
規
定
並
び
に
第
十
四
条
中
知
的
障
害
者
福
祉
法
第
九
条
第

二
項
か
ら
第
四
項
ま
で
の
改
正
規
定
並
び
に
附
則
第
四
条
、
第
十
条
、
第
十
一
条
、
第
二
十
一
条
、
第
二
十
二
条
、

第
二
十
四
条
、
第
一
二
十
六
条
及
び
第
三
十
七
条
の
規
定
令
和
五
年
四
月
一
日

―
―
―
第
四
条
の
規
定
（
前
号
に
掲
げ
る
改
正
規
定
を
除
く
。
）
及
び
第
十
一
条
の
規
定
並
び
に
附
則
第
七
条
及
び
第
十

八
条
の
規
定
令
和
五
年
十
月
一
日

四
第
三
条
の
規
定
、
第
六
条
の
規
定
、
第
八
条
中
精
神
保
健
福
祉
法
第
四
条
第
一
項
の
改
正
規
定
、
第
十
条
の
規

定
、
第
十
三
条
の
規
定
（
第
二
号
に
掲
げ
る
改
正
規
定
を
除
く
。
）
、
第
十
四
条
の
規
定
（
同
号
に
掲
げ
る
改
正
規

定
を
除
く
。
）
及
び
第
十
五
条
中
精
神
保
健
福
祉
土
法
第
二
条
の
改
正
規
定
（
「
第
五
条
第
十
八
項
」
を
「
第
五
条
第

十
九
項
」
に
改
め
る
部
分
に
限
る
。
）
並
び
に
附
則
第
六
条
、
第
二
十
七
条
、
第
二
十
八
条
、
第
三
十
一
条
か
ら
第

―
二
十
四
条
ま
で
、
第
一
＿
一
十
八
条
、
第
四
十
一
条
及
び
第
四
十
二
条
の
規
定
公
布
の
日
か
ら
起
算
し
て
三
年
を
超

え
な
い
範
囲
内
に
お
い
て
政
令
で
定
め
る
日

:~:::~:: 

（
検
討
）

第
二
条
政
府
は
、
こ
の
法
律
の
施
行
後
五
年
を
目
途
と
し
て
、
こ
の
法
律
に
よ
る
改
正
後
の
障
害
者
の
日
常
生
活
及

び
社
会
生
活
を
総
合
的
に
支
援
す
る
た
め
の
法
律
、
児
童
福
祉
法
、
精
神
保
健
福
祉
法
、
障
害
者
雇
用
促
進
法
及
び

難
病
の
患
者
に
対
す
る
医
療
等
に
関
す
る
法
律
の
規
定
に
つ
い
て
、
そ
の
施
行
の
状
況
等
を
勘
案
し
つ
つ
検
討
を
加

え
、
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
そ
の
結
果
に
基
づ
い
て
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。

第
三
条
政
府
は
、
精
神
保
健
福
祉
法
の
規
定
に
よ
る
本
人
の
同
意
が
な
い
場
合
の
入
院
の
制
度
の
在
り
方
等
に
関
し
、

精
神
疾
患
の
特
性
及
び
精
神
障
害
者
の
実
情
等
を
勘
案
す
る
と
と
も
に
、
障
害
者
の
権
利
に
関
す
る
条
約
の
実
施
に

つ
い
て
精
神
障
害
者
等
の
意
見
を
聴
き
つ
つ
、
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
こ
と
に
つ
い
て
検
討
す
る
も
の
と
す
る
。

（
障
害
者
総
合
支
援
法
に
よ
る
支
給
決
定
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
四
条
第
一
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
障
害
者
の
日
常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
総
合
的
に
支
援
す
る
た
め
の
法
律

（
以
下
「
第
二
号
改
正
後
障
害
者
総
合
支
援
法
」
と
い
う
。
）
附
則
第
十
八
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
ら
れ

た
第
二
号
改
正
後
障
害
者
総
合
支
援
法
第
十
九
条
第
一
―
一
項
（
障
害
者
の
日
常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
総
合
的
に
支
援

す
る
た
め
の
法
律
（
以
下
「
障
害
者
総
合
支
援
法
」
と
い
う
。
）
第
二
十
四
条
第
三
項
、
第
五
十
一
条
の
五
第
二
項
、

第
五
十
一
条
の
九
第
三
項
、
第
五
十
二
条
第
二
項
、
第
五
十
六
条
第
三
項
及
び
第
七
十
六
条
第
四
項
に
お
い
て
準
用

す
る
場
合
を
含
む
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
読
替
え
後
の
新
第
十
九
条
第
一
一
＿
項
」
と
い
う
。
）
の
規
定
は
、
附
則
第

一
条
第
二
号
に
掲
げ
る
規
定
の
施
行
の
日
（
以
下
「
第
一
一
号
施
行
日
」
と
い
う
。
）
以
後
に
読
替
え
後
の
新
第
十
九
条

第
三
項
に
規
定
す
る
特
定
施
設
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
新
特
定
施
設
」
と
い
う
。
）
に
入
所
又
は
入
居
を
す
る
こ

と
に
よ
り
、
当
該
新
特
定
施
設
の
所
在
す
る
場
所
に
居
住
地
を
変
更
し
た
と
認
め
ら
れ
る
読
替
え
後
の
新
第
十
九
条

第
三
項
に
規
定
す
る
特
定
施
設
入
所
等
障
害
者
に
つ
い
て
適
用
す
る
。

2

第
二
号
改
正
後
障
害
者
総
合
支
援
法
附
則
第
十
八
条
第
一
一
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
ら
れ
た
第
二
号
改
正
後
障

害
者
総
合
支
援
法
第
十
九
条
第
四
項
（
障
害
者
総
合
支
援
法
第
二
十
四
条
第
三
項
、
第
五
十
一
条
の
五
第
二
項
、
第

五
十
一
条
の
九
第
三
項
、
第
五
十
二
条
第
二
項
、
第
五
十
六
条
第
三
項
及
び
第
七
十
六
条
第
四
項
に
お
い
て
準
用
す

る
場
合
並
び
に
第
二
号
改
正
後
障
害
者
総
合
支
援
法
附
則
第
二
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
場

合
を
含
む
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
読
替
え
後
の
新
第
十
九
条
第
四
項
」
と
い
う
。
）
の
規
定
は
、
第
一
＿
号
施
行
日

以
後
に
継
続
し
て
新
特
定
施
設
に
入
所
又
は
入
居
を
す
る
こ
と
に
よ
り
、
当
該
新
特
定
施
設
の
所
在
す
る
場
所
に
居

住
地
を
変
更
し
た
と
認
め
ら
れ
る
読
替
え
後
の
新
第
十
九
条
第
四
項
の
障
害
者
等
に
つ
い
て
適
用
す
る
。

3

第
―
一
号
施
行
日
か
ら
令
和
六
年
＝
―
月
＝
一
十
一
日
ま
で
の
間
に
お
け
る
読
替
え
後
の
新
第
十
九
条
第
三
項
及
び
読
替

え
後
の
新
第
十
九
条
第
四
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
読
替
え
後
の
新
第
十
九
条
第
三
項
中
「
介
護
保
険
施
設
」

と
い
う
。
）
」
と
あ
る
の
は
「
介
護
保
険
施
設
」
と
い
う
。
）
若
し
く
は
介
護
療
養
型
医
療
施
設
（
健
康
保
険
法
等
の
一

部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
十
八
年
法
律
第
八
十
三
号
）
第
二
十
六
条
の
規
定
の
施
行
の
際
現
に
同
条
の
規
定
に
よ

る
改
正
前
の
介
護
保
険
法
第
四
十
八
条
第
一
項
第
一
―
一
号
の
指
定
を
受
け
て
い
る
同
法
第
八
条
第
二
十
六
項
に
規
定
す

る
介
護
療
養
型
医
療
施
設
を
い
う
。
以
下
こ
の
項
及
び
次
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
」
と
、
「
介
護
保
険
特
定
施
設
苦
し
く
，
ヽ
、

は
介
護
保
険
施
設
」
と
あ
る
の
は
「
介
護
保
険
特
定
施
設
、
介
護
保
険
施
設
若
し
く
は
介
護
療
差
型
医
療
施
設
」
と

し
、
読
替
え
後
の
新
第
十
九
条
第
四
項
中
「
及
び
介
護
保
険
施
設
」
と
あ
る
の
は
「
、
介
護
保
険
施
設
及
び
介
證
療

養
型
医
療
施
設
」
と
、
「
若
し
く
は
介
護
保
険
施
設
」
と
あ
る
の
は
「
、
介
護
保
険
施
設
苦
し
く
は
介
護
療
菱
型
医
疫

施
設
]
と
す
る
。

（
訓
練
等
給
付
費
等
の
支
給
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
五
条
こ
の
法
律
の
施
行
の
日
（
以
下
「
施
行
日
」
と
い
う
。
）
前
に
行
わ
れ
た
障
害
者
総
合
支
揉
法
第
二
十
九
条
第

一
項
に
規
定
す
る
指
定
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
等
（
次
項
に
お
い
て
「
指
定
障
宮
福
祉
サ
ー
ビ
ス
等
」
と
い
う
。
）
に
係

る
同
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
訓
練
等
給
付
費
の
支
給
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

2

施
行
日
前
に
行
わ
れ
た
障
害
者
総
合
支
援
法
第
三
十
条
第
一
項
第
一
号
の
規
定
に
よ
る
指
定
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス

等
又
は
同
項
第
二
号
に
規
定
す
る
基
準
該
当
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
に
係
る
同
項
の
規
定
に
よ
る
特
例
訓
練
等
給
付
喪

の
支
給
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

（
障
害
者
総
合
支
援
法
の
一
部
改
正
に
伴
う
調
整
規
定
）

第
六
条
附
則
第
一
条
第
四
号
に
掲
げ
る
規
定
の
施
行
の
日
函
附
則
第
十
四
条
第
二
項
に
お
い
て
「
第
四
号
施
行
日
」

と
い
う
。
）
が
刑
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
四
年
法
律
第
六
十
七
号
）
の
施
行
の
日
（
以
下
「
刑
法
施
行

日
」
と
い
う
。
）
前
で
あ
る
場
合
に
は
、
刑
法
施
行
日
の
前
日
ま
で
の
間
に
お
け
る
第
一
ナ
一
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の

障
害
者
総
合
支
援
法
（
附
則
第
二
十
三
条
に
お
い
て
「
第
四
号
改
正
後
障
害
者
総
合
支
援
法
」
と
い
う
。
）
第
百
九
条

の
二
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
条
中
「
拘
禁
刑
」
と
あ
る
の
は
、
「
懲
役
」
と
す
る
。
刑
法
施
行
日
以
後
に
お

け
る
刑
法
施
行
日
前
に
し
た
行
為
に
対
す
る
同
条
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
も
、
同
様
と
す
る
。

（
小
児
慢
性
特
定
疾
病
医
療
費
の
支
給
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
七
条
第
四
条
の
規
定
（
附
則
第
一
条
第
一
二
号
に
掲
げ
る
改
正
規
定
に
限
る
。
）
に
よ
る
改
正
後
の
児
童
福
祉
法
（
以

下
「
第
三
号
改
正
後
児
童
福
祉
法
」
と
い
う
。
）
第
十
九
条
の
一
二
第
八
項
の
規
定
は
、
同
号
に
掲
げ
る
規
定
の
施
行
の

日
（
以
下
「
第
三
号
施
行
日
」
と
い
う
。
）
以
後
に
さ
れ
る
児
童
福
祉
法
第
十
九
条
の
三
第
一
項
の
申
請
に
係
る
同
条

第
三
項
に
規
定
す
る
医
療
費
支
給
認
定
（
以
下
こ
の
条
及
び
次
条
に
お
い
て
「
医
療
費
支
給
認
定
，
一
と
い
う
。
）
に
つ

い
て
適
用
し
、
第
三
号
施
行
日
前
に
さ
れ
た
同
法
第
十
九
条
の
三
第
一
項
の
申
請
に
係
る
医
療
費
支
給
認
定
に
つ
い

て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
第
一
一
＿
号
改
正
後
児
童
福
祉
法
第
十
九
条
の
一
二
第
八
項
中
「
又

は
当
該
医
療
費
支
給
認
定
」
と
あ
る
の
は
「
当
該
医
療
費
支
給
認
定
」
と
、
「
前
の
日
」
と
あ
る
の
は
「
前
の
日
又
は

令
和
五
年
十
月
一
日
」
と
す
る
。

（
同
意
小
児
慢
性
特
定
疾
病
関
連
情
報
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
八
条
都
道
府
県
が
、
児
童
福
祉
法
第
十
九
条
の
三
第
七
項
に
規
定
す
る
医
療
費
支
給
認
定
保
證
者
又
は
同
項
に
規

定
す
る
医
療
費
支
給
認
定
患
者
の
同
意
を
施
行
日
前
に
得
て
、
厚
生
労
働
大
臣
に
提
供
し
た
医
寂
骰
支
給
認
定
に
係

る
同
法
第
六
条
の
二
第
二
項
に
規
定
す
る
小
児
慢
性
特
定
疾
病
児
童
等
に
関
す
る
情
報
は
、
第
五
条
の
規
定
に
よ
る

改
正
後
の
児
童
福
祉
法
第
二
十
一
条
の
四
第
五
項
の
規
定
に
よ
り
提
供
さ
れ
た
同
項
に
規
定
す
る
同
意
小
児
慢
性
特

定
疾
病
関
連
情
報
と
み
な
す
。

（
児
童
福
祉
法
の
一
部
改
正
に
伴
う
経
過
措
置
）

第
九
条
刑
法
施
行
日
の
前
日
ま
で
の
間
に
お
け
る
第
五
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
児
童
福
祉
法
第
六
十
条
の
一
4

一の

規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
条
中
「
拘
禁
刑
」
と
あ
る
の
は
、
「
懲
役
」
と
す
る
。
刑
法
施
行
日
以
後
に
お
け
る
刑

法
施
行
日
前
に
し
た
行
為
に
対
す
る
同
条
の
適
用
に
つ
い
て
も
、
同
様
と
す
る
。

（
精
神
保
健
指
定
医
の
指
定
の
申
請
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
十
条
第
七
条
の
規
定
（
附
則
第
一
条
第
二
号
に
掲
げ
る
改
正
規
定
に
限
る
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
よ

る
改
正
後
の
精
神
保
健
福
祉
法
（
次
条
に
お
い
て
「
第
二
号
改
正
後
精
神
保
健
福
祉
法
]
と
い
う
C

)

第
十
八
条
第
一

項
（
第
四
号
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
の
規
定
は
、
第
二
号
施
行
日
以
後
に
さ
れ
た
同
項
の
申
請
に
係
る
指
定
に
つ
い

て
適
用
し
、
第
二
号
施
行
日
前
に
さ
れ
た
第
七
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
精
神
保
健
福
祉
法
第
卜
八
条
第
一
項
（
第

四
号
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
の
申
請
に
係
る
指
定
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。
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（
手
数
料
）

第
二
十
七
条
の
十
匿
名
指
定
難
病
関
連
情
報
利
用
者
は
、
実
費
を
勘
案
し
て
政
令
で
定
め
る
額
の
手
数
料
を
国
（
前

条
の
規
定
に
よ
り
厚
生
労
働
大
臣
か
ら
の
委
託
を
受
け
て
、
医
薬
基
盤
・
健
康
・
栄
養
研
究
所
等
が
第
二
十
七
条

の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
匿
名
指
定
難
病
関
連
情
報
の
提
供
に
係
る
事
務
の
全
部
を
行
う
場
合
に
あ
っ
て
は
、

医
薬
基
盤
・
健
康
・
栄
養
研
究
所
等
）
に
納
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

2

厚
生
労
働
大
臣
は
、
前
項
の
手
数
料
を
納
め
よ
う
と
す
る
者
が
都
道
府
県
そ
の
他
の
難
病
に
関
す
る
調
査
及
び

研
究
の
推
進
並
び
に
国
民
保
健
の
向
上
に
資
す
る
た
め
に
特
に
重
要
な
役
割
を
果
た
す
者
と
し
て
政
令
で
定
め
る

者
で
あ
る
と
き
は
、
政
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
当
該
手
数
料
を
減
額
し
、
又
は
免
除
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

3

第
一
項
の
規
定
に
よ
り
医
薬
基
盤
・
健
康
・
栄
養
研
究
所
等
に
納
め
ら
れ
た
手
数
料
は
、
医
薬
基
盤
・
健
康
・

栄
養
研
究
所
等
の
収
入
と
す
る
。

第
二
十
八
条
第
四
項
中
「
第
二
項
」
を
「
第
三
項
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
五
項
と
し
、
同
条
第
三
項
を
同
条

第
四
項
と
し
、
同
条
第
二
項
中
「
前
項
第
一
号
」
を
「
第
一
項
第
一
号
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
三
項
と
し
、
同

条
第
一
項
の
次
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。

2

都
道
府
県
は
、
前
項
に
規
定
す
る
事
業
の
ほ
か
、
療
養
生
活
環
境
整
備
事
業
と
し
て
、
指
定
難
病
の
患
者
が
、

地
域
に
お
け
る
自
立
し
た
日
常
生
活
の
支
援
の
た
め
の
施
策
を
円
滑
に
利
用
で
き
る
よ
う
に
す
る
た
め
、
指
定
難

病
要
支
援
者
証
明
事
業
（
指
定
難
病
の
患
者
に
対
し
、
指
定
難
病
に
か
か
っ
て
い
る
旨
そ
の
他
の
厚
生
労
働
省
令

で
定
め
る
事
項
を
書
面
そ
の
他
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
方
法
に
よ
り
証
明
す
る
事
業
を
い
う
。
）
を
行
う
よ
う

努
め
る
も
の
と
す
る
。

第
二
十
九
条
第
三
項
中
「
前
条
第
二
項
」
を
「
前
条
第
三
項
」
に
改
め
る
。

第
四
十
四
条
中
「
第
二
十
八
条
第
四
項
」
を
「
第
二
十
八
条
第
五
項
」
に
改
め
る
。

第
四
十
七
条
を
第
五
十
一
条
と
し
、
第
四
十
六
条
を
第
五
十
条
と
し
、
第
四
十
五
条
を
第
四
十
七
条
と
し
、
同
条

の
次
に
次
の
二
条
を
加
え
る
。

第
四
十
八
条
第
四
十
五
条
の
罪
は
、
日
本
国
外
に
お
い
て
同
条
の
罪
を
犯
し
た
者
に
も
適
用
す
る
。

第
四
十
九
条
法
人
（
法
人
で
な
い
社
団
又
は
財
団
で
代
表
者
又
は
管
理
人
の
定
め
が
あ
る
も
の
（
以
下
こ
の
条
に

お
い
て
「
人
格
の
な
い
社
団
等
」
と
い
う
。
）
を
含
む
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
代
表
者
（
人
格
の
な
い

社
団
等
の
管
理
人
を
含
む
。
）
又
は
法
人
若
し
く
は
人
の
代
理
人
、
使
用
人
そ
の
他
の
従
業
者
が
、
そ
の
法
人
又
は

人
の
業
務
に
関
し
て
、
第
四
十
五
条
又
は
第
四
十
六
条
の
違
反
行
為
を
し
た
と
き
は
、
行
為
者
を
罰
す
る
ほ
か
、

そ
の
法
人
又
は
人
に
対
し
て
も
、
各
本
条
の
罰
金
刑
を
科
す
る
。

2

人
格
の
な
い
社
団
等
に
つ
い
て
前
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
場
合
に
は
、
そ
の
代
表
者
又
は
管
理
人
が
そ
の
訴

訟
行
為
に
つ
き
当
該
人
格
の
な
い
社
団
等
を
代
表
す
る
ほ
か
、
法
人
を
被
告
人
又
は
被
疑
者
と
す
る
場
合
の
刑
事

訴
訟
に
関
す
る
法
律
の
規
定
を
準
用
す
る
。

第
四
十
四
条
の
次
に
次
の
二
条
を
加
え
る
。

第
四
十
五
条
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
場
合
に
は
、
当
該
違
反
行
為
を
し
た
者
は
、
一
年
以
下
の
拘
禁

刑
若
し
く
は
五
十
万
円
以
下
の
罰
金
に
処
し
、
又
は
こ
れ
を
併
科
す
る
。

一
第
二
十
七
条
の
六
の
規
定
に
違
反
し
て
、
匿
名
指
定
難
病
関
連
情
報
の
利
用
に
関
し
て
知
り
得
た
匿
名
指
定

難
病
関
連
情
報
の
内
容
を
み
だ
り
に
他
人
に
知
ら
せ
、
又
は
不
当
な
目
的
に
利
用
し
た
と
き
。

二
第
二
十
七
条
の
八
の
規
定
に
よ
る
命
令
に
違
反
し
た
と
き
。

第
四
十
六
条
正
当
な
理
由
が
な
い
の
に
、
第
二
十
七
条
の
七
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
報
告
若
し
く
は
帳
簿
書
類
の

提
出
若
し
く
は
提
示
を
せ
ず
、
若
し
く
は
虚
偽
の
報
告
若
し
く
は
虚
偽
の
帳
簿
書
類
の
提
出
若
し
く
は
提
示
を
し
、

又
は
同
項
の
規
定
に
よ
る
質
問
に
対
し
て
、
答
弁
せ
ず
、
若
し
く
は
虚
偽
の
答
弁
を
し
、
若
し
く
は
同
項
の
規
定

に
よ
る
検
査
を
拒
み
、
妨
げ
、
若
し
く
は
忌
避
し
た
と
き
は
、
当
該
違
反
行
為
を
し
た
者
は
、
五
十
万
円
以
下
の

罰
金
に
処
す
る
。

（
身
体
障
害
者
福
祉
法
の
一
部
改
正
）

第
十
三
条
身
体
障
害
者
福
祉
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
二
百
八
十
三
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
九
条
第
二
項
中
「
及
び
生
活
保
護
法
」
を
「
、
生
活
保
護
法
」
に
改
め
、
「
そ
の
他
の
適
当
な
施
設
」
と
い
う
。
）

に
入
所
し
て
い
る
身
体
障
害
者
」
の
下
に
「
、
介
護
保
険
法
（
平
成
九
年
法
律
第
百
二
十
三
号
）
第
八
条
第
十
一
項

に
規
定
す
る
特
定
施
設
（
以
下
こ
の
項
及
び
次
項
に
お
い
て
「
介
護
保
険
特
定
施
設
」
と
い
う
。
）
に
入
居
し
、
又
は

同
条
第
二
十
五
項
に
規
定
す
る
介
護
保
険
施
設
（
以
下
こ
の
項
及
び
次
項
に
お
い
て
「
介
護
保
険
施
設
」
と
い
う
。
）

に
入
所
し
て
い
る
身
体
障
害
者
及
び
老
人
福
祉
法
（
昭
和
三
十
八
年
法
律
第
百
三
十
三
号
）
第
十
一
条
第
一
項
第
一

号
の
規
定
に
よ
り
入
所
措
置
が
採
ら
れ
て
同
法
第
二
十
条
の
四
に
規
定
す
る
養
護
老
人
ホ
ー
ム
（
以
下
こ
の
項
に
お

い
て
「
養
護
老
人
ホ
ー
ム
」
と
い
う
。
）
に
入
所
し
て
い
る
身
体
障
害
者
」
を
加
え
、
「
特
定
施
設
入
所
身
体
障
害
者
」

を
「
特
定
施
設
入
所
等
身
体
障
害
者
」
に
、
「
又
は
救
護
施
設
」
を
「
、
救
護
施
設
」
に
改
め
、
「
若
し
く
は
そ
の
他
の

適
当
な
施
設
」
の
下
に
「
、
介
護
保
険
特
定
施
設
若
し
く
は
介
護
保
険
施
設
又
は
養
護
老
人
ホ
ー
ム
」
を
加
え
、
「
入

所
前
」
を
「
入
所
又
は
入
居
の
前
」
に
、
「
特
定
施
設
に
入
所
し
て
」
を
「
特
定
施
設
に
入
所
又
は
入
居
を
し
て
」
に
、

「
継
続
入
所
身
体
障
害
者
」
を
「
継
続
入
所
等
身
体
障
害
者
」
に
、
「
入
所
し
た
」
を
「
入
所
又
は
入
居
を
し
た
」
に

改
め
、
同
条
第
三
項
中
「
又
は
生
活
保
護
法
」
を
「
生
活
保
護
法
」
に
、
「
特
定
施
設
に
入
所
し
た
」
を
「
、
若
し
く

は
老
人
福
祉
法
第
十
一
条
第
一
項
第
一
号
の
規
定
に
よ
り
入
所
措
置
が
採
ら
れ
て
特
定
施
設
（
介
護
保
険
特
定
施
設

及
び
介
護
保
険
施
設
を
除
く
。
）
に
入
所
し
た
場
合
又
は
介
護
保
険
特
定
施
設
若
し
く
は
介
護
保
険
施
設
に
入
所
若
し

く
は
入
居
を
し
た
」
に
改
め
、
同
条
第
四
項
中
「
入
所
し
て
」
を
「
入
所
し
、
又
は
入
居
し
て
」
に
改
め
、
同
条
第

六
項
中
「
第
五
条
第
十
八
項
」
を
「
第
五
条
第
十
九
項
」
に
改
め
る
。

第
十
条
第
一
項
第
二
号
二
中
「
第
五
条
第
二
十
五
項
」
を
「
第
五
条
第
二
十
六
項
」
に
改
め
る
。

第
十
二
条
の
三
第
四
項
中
「
第
五
条
第
十
八
項
」
を
「
第
五
条
第
十
九
項
」
に
改
め
る
。

（
知
的
障
害
者
福
祉
法
の
一
部
改
正
）

第
十
四
条
知
的
障
害
者
福
祉
法
（
昭
和
三
十
五
年
法
律
第
三
十
七
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
九
条
第
二
項
中
「
及
び
生
活
保
護
法
」
を
「
、
生
活
保
護
法
」
に
改
め
、
「
そ
の
他
の
適
当
な
施
設
」
と
い
う
。
）

に
入
所
し
て
い
る
知
的
障
害
者
」
の
下
に
「
、
介
護
保
険
法
（
平
成
九
年
法
律
第
百
二
十
三
号
）
第
八
条
第
十
一
項

に
規
定
す
る
特
定
施
設
（
以
下
こ
の
項
及
び
次
項
に
お
い
て
「
介
護
保
険
特
定
施
設
」
と
い
う
。
）
に
入
居
し
、
又
は

同
条
第
二
十
五
項
に
規
定
す
る
‘
介
護
保
険
施
設
（
以
下
こ
の
項
及
び
次
項
に
お
い
て
「
介
護
保
険
施
設
」
と
い
う
。
）

に
入
所
し
て
い
る
知
的
障
害
者
及
び
老
人
福
祉
法
（
昭
和
三
十
八
年
法
律
第
百
三
十
三
号
）
第
十
一
条
第
一
項
第
一

号
の
規
定
に
よ
り
入
所
措
置
が
採
ら
れ
て
同
法
第
二
十
条
の
四
に
規
定
す
る
養
護
老
人
ホ
ー
ム
（
以
下
こ
の
項
に
お

い
て
「
養
護
老
人
ホ
ー
ム
」
と
い
う
。
）
に
入
所
し
て
い
る
知
的
障
害
者
」
を
加
え
、
「
特
定
施
設
入
所
知
的
障
害
者
」

を
「
特
定
施
設
入
所
等
知
的
障
害
者
」
に
、
「
又
は
救
護
施
設
」
を
「
、
救
護
施
設
」
に
改
め
、
「
若
し
く
は
そ
の
他
の

適
当
な
施
設
」
の
下
に
「
、
介
護
保
険
特
定
施
設
若
し
く
は
介
護
保
険
施
設
又
は
養
護
老
人
ホ
ー
ム
j

を
加
え
、
「
入

所
前
」
を
「
入
所
又
は
入
居
の
前
」
に
、
「
特
定
施
設
に
入
所
し
て
」
を
「
特
定
施
設
に
入
所
又
は
入
居
を
し
て
」
に
、

「
継
続
入
所
知
的
障
害
者
」
を
「
継
続
入
所
等
知
的
障
害
者
」
に
、
「
入
所
し
た
」
を
「
入
所
又
は
入
居
を
し
た
」
に

改
め
、
同
条
第
三
項
中
「
又
は
生
活
保
護
法
」
を
「
生
活
保
護
法
」
に
、
「
特
定
施
設
に
入
所
し
た
」
を
「
、
若
し
く

は
老
人
福
祉
法
第
十
一
条
第
一
項
第
一
号
の
規
定
に
よ
り
入
所
措
置
が
採
ら
れ
て
特
定
施
設
（
介
護
保
険
特
定
施
設

及
び
介
護
保
険
施
設
を
除
く
。
）
に
入
所
し
た
場
合
又
は
介
護
保
険
特
定
施
設
若
し
く
は
介
護
保
険
施
設
に
入
所
若
し

く
は
入
居
を
し
た
」
に
改
め
、
同
条
第
四
項
中
「
入
所
し
て
」
を
「
入
所
し
、
又
は
入
居
し
て
」
に
改
め
る
。

第
十
一
条
第
二
項
及
び
第
十
五
条
の
二
第
四
項
中
「
第
五
条
第
十
八
項
」
を
「
第
五
条
第
十
九
項
」
に
改
め
る
。

（
精
神
保
健
福
祉
士
法
の
一
部
改
正
）

第
十
五
条
精
神
保
健
福
祉
士
法
（
平
成
九
年
法
律
第
百
三
十
一
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
二
条
中
「
又
は
」
を
「
若
し
く
は
」
に
、
「
第
五
条
第
十
八
項
」
を
「
第
五
条
第
十
九
項
」
に
改
め
、
「
社
会
復
帰

に
関
す
る
相
談
」
の
下
に
「
又
は
精
神
障
害
者
及
び
精
神
保
健
に
関
す
る
課
題
を
抱
え
る
者
の
精
神
保
健
に
関
す
る

相
談
」
を
加
を
る
。

這
叫
十
叫
田
町
[
」
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第
五
十
一
条
の
十
九
第
二
項
中
「
除
く
。
）
」
の
下
に
「
及
び
第
六
項
か
ら
第
八
項
ま
で
」
を
加
え
る
。

第
五
十
一
条
の
二
十
二
第
一
項
中
「
公
共
職
業
安
定
所
」
の
下
に
「
、
障
害
者
職
業
セ
ン
タ
ー
、
障
害
者
就
業
・

生
活
支
援
セ
ン
タ
ー
」
を
加
え
る
。

第
五
十
一
条
の
二
十
八
第
一
項
中
第
三
号
を
第
四
号
と
し
、
第
二
号
を
第
三
号
と
し
、
第
一
号
を
第
二
号
と
し
、

同
号
の
前
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

一
第
五
十
一
条
の
十
九
第
二
項
（
第
五
十
一
条
の
二
十
一
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
に
お
い

て
準
用
す
る
第
三
十
六
条
第
八
項
の
規
定
に
よ
り
付
さ
れ
た
条
件
に
従
わ
な
い
場
合
当
該
条
件
に
従
う
こ

と。

第
五
十
一
条
の
二
十
九
第
一
項
中
第
十
一
号
を
第
十
二
号
と
し
、
第
二
号
か
ら
第
十
号
ま
で
を
一
号
ず
つ
繰
り
下

げ
、
第
一
号
の
次
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

二
指
定
一
般
相
談
支
援
事
業
者
が
、
第
五
十
一
条
の
十
九
第
二
項
（
第
五
十
一
条
の
二
十
一
第
二
項
に
お
い
て

準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
に
お
い
て
準
用
す
る
第
三
十
六
条
第
八
項
の
規
定
に
よ
り
付
さ
れ
た
条
件
に
違
反
し

た
と
認
め
ら
れ
る
と
き
。

第
六
十
八
条
第
二
項
中
「
第
五
十
条
第
一
項
第
八
号
か
ら
第
十
二
号
ま
で
」
を
「
第
五
十
条
第
一
項
第
九
号
か
ら

第
十
三
号
ま
で
」
に
改
め
る
。

第
七
十
七
条
第
三
項
中
「
第
一
項
各
号
」
の
下
に
「
及
び
第
三
項
各
号
」
を
加
え
、
同
項
を
同
条
第
五
項
と
し
、

同
条
第
二
項
の
次
に
次
の
二
項
を
加
え
る
。

3

市
町
村
は
、
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
事
業
の
ほ
か
、
地
域
に
お
い
て
生
活
す
る
障
害
者
等
及
び
地
域
に
お
け
る

生
活
に
移
行
す
る
こ
と
を
希
望
す
る
障
害
者
等
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
地
域
生
活
障
害
者
等
」
と
い
う
。
）
に

つ
き
、
地
域
に
お
い
て
安
心
し
て
自
立
し
た
日
常
生
活
又
は
社
会
生
活
を
営
む
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
す
る
た
め
、

次
に
掲
げ
る
事
業
を
行
う
よ
う
努
め
る
も
の
と
す
る
。

一
障
害
の
特
性
に
起
因
し
て
生
じ
る
緊
急
の
事
態
そ
の
他
の
主
務
省
令
で
定
め
る
事
態
に
対
処
し
、
又
は
当
該

事
態
に
備
え
る
た
め
、
地
域
生
活
障
害
者
等
、
障
害
児
（
地
域
生
活
障
害
者
等
に
該
当
す
る
も
の
に
限
る
。
次

号
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
保
護
者
又
は
地
域
生
活
障
害
者
等
の
介
護
を
行
う
者
か
ら
の
相
談
に
応
じ
る
と
と
も

に
、
地
域
生
活
障
害
者
等
を
支
援
す
る
た
め
の
体
制
の
確
保
そ
の
他
の
必
要
な
措
置
に
つ
い
て
、
指
定
障
害
福

祉
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
等
、
医
療
機
関
、
次
条
第
一
項
に
規
定
す
る
基
幹
相
談
支
援
セ
ン
タ
ー
そ
の
他
の
関
係
機

関
（
次
号
及
び
次
項
に
お
い
て
「
関
係
機
関
」
と
い
う
。
）
と
の
連
携
及
び
調
整
を
行
い
、
又
は
こ
れ
に
併
せ
て

当
該
事
態
が
生
じ
た
と
き
に
お
け
る
宿
泊
場
所
の
一
時
的
な
提
供
そ
の
他
の
必
要
な
支
援
を
行
う
事
業

ニ
関
係
機
関
と
協
力
し
て
、
地
域
生
活
障
害
者
等
に
対
し
、
地
域
に
お
け
る
自
立
し
た
日
常
生
活
又
は
社
会
生

活
を
営
む
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
の
利
用
の
体
験
又
は
居
宅
に
お
け
る
自
立
し
た
日
常
生

活
若
し
く
は
社
会
生
活
の
体
験
の
機
会
を
提
供
す
る
と
と
も
に
、
こ
れ
に
伴
う
地
域
生
活
障
害
者
等
、
障
害
児

の
保
護
者
又
は
地
域
生
活
障
害
者
等
の
介
護
を
行
う
者
か
ら
の
相
談
に
応
じ
、
必
要
な
情
報
の
提
供
及
び
助
言

を
行
い
、
併
せ
て
関
係
機
関
と
の
連
携
及
び
調
整
を
行
う
事
業

三
前
二
号
に
掲
げ
る
事
業
の
ほ
か
、
障
害
者
等
の
保
健
又
は
福
祉
に
関
す
る
専
門
的
知
識
及
び
技
術
を
有
す
る

人
材
の
育
成
及
び
確
保
そ
の
他
の
地
域
生
活
障
害
者
等
が
地
域
に
お
い
て
安
心
し
て
自
立
し
た
日
常
生
活
又
は

社

会

生

活

を

営

む

た

め

に

必

要

な

事

業

‘

.

4

市
町
村
は
、
前
項
各
号
に
掲
げ
る
事
業
を
実
施
す
る
場
合
に
は
、
こ
れ
ら
の
事
業
を
効
果
的
に
実
施
す
る
た
め

に
、
地
域
生
活
支
援
拠
点
等
（
こ
れ
ら
の
事
業
を
実
施
す
る
た
め
に
必
要
な
機
能
を
有
す
る
拠
点
又
は
複
数
の
関

係
機
関
が
相
互
の
有
機
的
な
連
携
の
下
で
こ
れ
ら
の
事
業
を
実
施
す
る
体
制
を
い
う
。
）
を
整
備
す
る
も
の
と
す

る。第
七
十
七
条
の
二
第
一
項
中
「
前
条
第
一
項
第
三
号
及
び
第
四
号
に
」
を
「
次
に
」
に
、
「
並
び
に
身
体
障
害
者
福

祉
法
第
九
条
第
五
項
第
二
号
及
び
第
三
号
、
知
的
障
害
者
福
祉
法
第
九
条
第
五
項
第
二
号
及
び
第
三
号
並
び
に
精
神

保
健
及
び
精
神
障
害
者
福
祉
に
関
す
る
法
律
第
四
十
九
条
第
一
項
に
規
定
す
る
」
を
「
及
び
」
に
改
め
、
同
項
に
次

の
各
号
を
加
え
る
。

一
前
条
第
一
項
第
三
号
及
び
第
四
号
に
掲
げ
る
事
業

t

二
身
体
障
害
者
福
祉
法
第
九
条
第
五
項
第
二
号
及
び
第
三
号
、
知
的
障
害
者
福
祉
法
第
九
条
第
五
項
第
二
号
及

び
第
三
号
並
び
に
精
神
保
健
及
び
精
神
障
害
者
福
祉
に
関
す
る
法
律
第
四
十
九
条
第
一
項
に
規
定
す
る
業
務

三
地
域
に
お
け
る
相
談
支
援
又
は
児
童
福
祉
法
第
六
条
の
二
の
二
第
六
項
に
規
定
す
る
障
害
児
相
談
支
援
に
従

事
す
る
者
に
対
し
、
こ
れ
ら
の
者
が
行
う
一
般
相
談
支
援
事
業
若
し
く
は
特
定
相
談
支
援
事
業
又
は
同
項
に
規

定
す
る
障
害
児
相
談
支
援
事
業
に
関
す
る
運
営
に
つ
い
て
、
相
談
に
応
じ
、
必
要
な
助
言
、
指
導
そ
の
他
の
援

助
を
行
う
業
務

四
第
八
十
九
条
の
三
第
一
項
に
規
定
す
る
関
係
機
関
等
の
連
携
の
緊
密
化
を
促
進
す
る
業
務

第
七
十
七
条
の
二
第
二
項
中
「
こ
と
が
で
き
る
」
を
「
よ
う
努
め
る
も
の
と
す
る
」
に
改
め
、
同
条
第
三
項
か
ら

第
六
項
ま
で
の
規
定
中
「
第
一
項
の
」
を
「
第
一
項
各
号
の
」
に
改
め
、
同
条
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。

7

都
道
府
県
は
、
市
町
村
に
対
し
、
基
幹
相
談
支
援
セ
ン
タ
ー
の
設
置
の
促
進
及
び
適
切
な
運
営
の
確
保
の
た
め
、

市
町
村
の
区
域
を
超
え
た
広
域
的
な
見
地
か
ら
の
助
言
そ
の
他
の
援
助
を
行
う
よ
う
努
め
る
も
の
と
す
る
。

第
七
十
八
条
第
二
項
中
「
前
項
」
を
「
前
二
項
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
三
項
と
し
、
同
条
第
一
項
の
次
に
次

の
一
項
を
加

xる
。
・

2

都
道
府
県
は
、
前
項
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
第
七
十
七
条
第
三
項
各
号
に
掲
げ
る
事
業
の
実
施
体
制
の
整
備

の
促
進
及
び
適
切
な
実
施
を
確
保
す
る
た
め
、
市
町
村
に
対
し
、
市
町
村
の
区
域
を
超
え
た
広
域
的
な
見
地
か
ら

の
助
言
そ
の
他
の
援
助
を
行
う
よ
う
努
め
る
も
の
と
す
る
。

第
八
十
八
条
第
三
項
第
二
号
中
「
公
共
職
業
安
定
所
」
の
下
に
「
、
障
害
者
職
業
セ
ン
タ
ー
、
障
害
者
就
業
・
生

活
支
援
セ
ン
タ
ー
」
を
加
え
、
同
条
第
九
項
中
「
（
以
下
こ
の
項
及
び
第
八
十
九
条
第
八
項
に
お
い
て
「
協
議
会
」
と

い
う
。
）
」
を
削
り
、
「
協
議
会
の
」
を
「
当
該
協
議
会
の
」
に
改
め
る
。

第
八
十
九
条
第
三
項
第
四
号
中
「
公
共
職
業
安
定
所
」
の
下
に
「
、
障
害
者
職
業
セ
ン
タ
ー
、
障
害
者
就
業
・
生

活
支
援
セ
ン
タ
ー
」
を
加
え
、
同
条
第
八
項
中
「
協
議
会
を
」
を
「
第
八
十
九
条
の
三
第
一
項
に
規
定
す
る
協
議
会

を
」
に
、
「
協
議
会
の
」
を
「
当
該
協
議
会
の
」
に
改
め
る
。

第
八
十
九
条
の
三
の
見
出
し
中
「
の
設
置
」
を
削
り
、
同
条
第
一
項
中
「
次
項
」
を
「
以
下
こ
の
条
」
に
改
め
、
「
協

議
会
」
の
下
に
「
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
単
に
「
協
議
会
」
と
い
う
。
）
」
を
加
え
、
同
条
第
二
項
中
「
前
項
の
」
を

削
り
、
「
障
害
者
等
へ
の
」
の
下
に
「
適
切
な
支
援
に
関
す
る
情
報
及
び
」
を
加
え
、
「
情
報
」
を
「
の
情
報
」
に
改
め
、

同
条
に
次
の
四
項
を
加
え
る
。

3

協
議
会
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
情
報
の
共
有
及
び
協
議
を
行
う
た
め
に
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
関

係
機
関
等
に
対
し
`
資
料
又
は
情
報
の
提
供
、
意
見
の
表
明
そ
の
他
必
要
な
協
力
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。

4

関
係
機
関
等
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
求
め
が
あ
っ
た
場
合
に
は
、
こ
れ
に
協
力
す
る
よ
う
努
め
る
も
の
と
す

る。
5

協
議
会
の
事
務
に
従
事
す
る
者
又
は
従
事
し
て
い
た
者
は
、
正
当
な
理
由
な
し
に
、
協
議
会
の
事
務
に
関
し
て

知
り
得
た
秘
密
を
漏
ら
し
て
は
な
ら
な
い
。

6

前
各
項
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
協
議
会
の
組
織
及
び
運
営
に
関
し
必
要
な
事
項
は
、
協
議
会
が
定
め
る
。

第
百
九
条
第
二
項
中
「
又
は
第
七
十
七
条
の
二
第
六
項
」
を
「
、
第
七
十
七
条
の
二
第
六
項
又
は
第
八
十
九
条
の

に
め
る
。

三
条
障
害
者
の
日
常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
総
合
的
に
支
援
す
る
た
め
の
法
律
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す

る。
目
次
中
「
障
害
福
祉
計
画
」
を
「
障
害
福
祉
計
画
等
」
に
改
め
る
。

第
五
条
第
一
項
中
「
自
立
訓
練
」
の
下
に
「
、
就
労
選
択
支
援
」
を
加
え
、
同
条
中
第
二
十
八
項
を
第
二
十
九

と
し
、
第
十
三
項
か
ら
第
二
十
七
項
ま
で
を
一
項
ず
つ
繰
り
下
げ
、
第
十
二
項
の
次
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。

13

こ
の
法
律
に
お
い
て
「
就
労
選
択
支
援
」
と
は
、
就
労
を
希
望
す
る
障
害
者
又
は
就
労
の
継
続
を
希
望
す
る
茫

旦謬

tt"汀這5
恥
5

闘
請
謬

□琵
且
門
甘
＂
且

者
に
つ
き
、
短
期
間
の
生
産
活
動
そ
の
他
の
活
動
の
機
会
の
提
供
を
通
じ
て
、
就
労
に
関
す
る
適
性
、
知
識
及
び

能
力
の
評
価
並
び
に
就
労
に
関
す
る
意
向
及
び
就
労
す
る
た
め
に
必
要
な
配
慮
そ
の
他
の
主
務
省
令
で
定
め
る

項
の
整
理
を
行
い
、
又
は
こ
れ
に
併
せ
て
、
当
該
評
価
及
び
当
該
整
理
の
結
果
に
基
づ
き
、
適
切
な
支
援
の
提
供

の
た
め
に
必
要
な
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
事
業
を
行
う
者
等
と
の
連
絡
調
整
そ
の
他
の
主
務
省
令
で
定
め
る
便
宜
を

供
与
す
る
こ
と
を
い
う
。

第
二
十
八
条
第
二
項
中
年

次
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

二
就
労
選
択
支
援
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障
害
者
の
日
常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
総
合
的
に
支
援
す
る
た
め
の
法
律
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
を
こ
こ
に
公

布
す
る
。

内
閣
総
理
大
臣

一
法
律
第
＂
＂
の
日
常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
総
合
的
に
支
援
す
る
た
め
の
法
律
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

（
障
害
者
の
日
常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
総
合
的
に
支
援
す
る
た
め
の
法
律
の
一
部
改
正
）

第
一
条
障
害
者
の
日
常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
総
合
的
に
支
援
す
る
た
め
の
法
律
（
平
成
十
七
年
法
律
第
百
二
十
―
―

号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
四
条
第
一
項
中
「
第
五
条
」
を
「
第
五
条
第
一
項
」
に
改
め
る
。

第
五
条
第
二
十
項
中
「
第
八
十
九
条
第
六
項
」
を
「
第
八
十
九
条
第
七
項
」
に
改
め
る
。

第
十
九
条
第
三
項
中
「
及
び
生
活
保
護
法
」
を
「
、
生
活
保
護
法
」
に
改
め
、
D

に
入
所
し
て
い
る
障
害
者
」
の

下
に
「
、
介
護
保
険
法
第
八
条
第
十
一
項
に
規
定
す
る
特
定
施
設
（
以
下
こ
の
項
及
び
次
項
に
お
い
て
「
介
護
保
険

特
定
施
設
」
と
い
う
。
）
に
入
居
し
、
又
は
同
条
第
二
十
五
項
に
規
定
す
る
介
護
保
険
施
設
（
以
下
こ
の
項
及
び
次
項

に
お
い
て
「
介
護
保
険
施
設
」
と
い
う
。
）
に
入
所
し
て
い
る
障
害
者
及
び
老
人
福
祉
法
（
昭
和
三
十
八
年
法
律
第
百

三
十
三
号
）
第
十
一
条
第
一
項
第
一
号
の
規
定
に
よ
り
入
所
措
置
が
採
ら
れ
て
同
法
第
二
十
条
の
四
に
規
定
す
る
養

護
老
人
ホ
ー
ム
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
養
護
老
人
ホ
ー
ム
」
と
い
う
。
）
に
入
所
し
て
い
る
障
害
者
」
を
加
え
、
「
特

定
施
設
入
所
障
害
者
」
を
「
特
定
施
設
入
所
等
障
害
者
」
に
、
「
又
は
救
護
施
設
」
を
「
、
救
護
施
設
」
に
改
め
、
「
若

し
く
は
そ
の
他
の
適
当
な
施
設
」
の
下
に
「
、
介
護
保
険
特
定
施
設
若
し
く
は
介
護
保
険
施
設
又
は
養
護
老
人
ホ
ー

ム
」
を
加
ス
、
「
入
所
前
」
を
「
入
所
又
は
入
居
の
前
」
に
、
「
特
定
施
設
に
入
所
し
て
」
を
「
特
定
施
設
に
入
所
又
は

入
居
を
し
て
」
に
、
「
継
続
入
所
障
害
者
」
を
「
継
続
入
所
等
障
害
者
」
に
、
「
入
所
し
た
」
を
「
入
所
又
は
入
居
を
し

た
」
に
改
め
、
同
条
第
四
項
中
「
又
は
生
活
保
護
法
」
を
「
、
生
活
保
護
法
」
に
、
「
特
定
施
設
に
入
所
し
た
」
を

「
、
若
し
く
は
老
人
福
祉
法
第
十
一
条
第
一
項
第
一
号
の
規
定
に
よ
り
入
所
措
置
が
採
ら
れ
て
特
定
施
設
（
介
護
保

険
特
定
施
設
及
び
介
護
保
険
施
設
を
除
く
。
）
に
入
所
し
た
場
合
又
は
介
護
保
険
特
定
施
設
若
し
く
は
介
護
保
険
施
設

に
入
所
若
し
く
は
入
居
を
し
た
」
に
改
め
、
同
条
第
五
項
中
「
入
所
し
て
」
を
「
入
所
し
、
又
は
入
居
し
て
」
に
改

め
る
。第
二
十
五
条
第
一
項
第
二
号
、
第
五
十
一
条
の
十
第
一
項
第
二
号
及
び
第
五
十
七
条
第
一
項
第
二
号
中
「
入
所
す

る
」
を
「
入
所
又
は
入
居
を
す
る
」
に
改
め
る
。

第
八
十
八
条
第
五
項
中
「
把
握
し
た
上
で
、
こ
れ
ら
の
事
情
」
を
「
把
握
す
る
と
と
も
に
、
第
八
十
九
条
の
二
の

二
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
公
表
さ
れ
た
結
果
そ
の
他
の
こ
の
法
律
に
基
づ
く
業
務
の
実
施
の
状
況
に
関
す
る
情
報
を

分
析
し
た
上
で
、
当
該
事
情
及
び
当
該
分
析
の
結
果
」
に
改
め
、
同
条
第
九
項
中
「
第
八
十
九
条
第
七
項
」
を
「
第

八
十
九
条
第
八
項
」
に
改
め
る
。

令
和
四
年
十
二
月
十
六
日

御

名

御

璽

岸

田

文

雄
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議案第85号 1 
茅ヶ崎市病院事業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正する

条例について

1 提案の理由

市の職員に準じて、部分休業及び子育て部分休暇のうち 1日の勤務時間の全部を勤務

しないものについても無給とするため提案する。

2 根拠法規

地方公営企業法（昭和 27年法律第 29 2号）第 38条第4項

3 条例の概要

(1) 部分休業又は子育て部分休暇のうち 1日の勤務時間の全部を勤務しないものの承認

を受けて職員が勤務しないときは、その勤務しない 1時間につき、勤務 1時間当たり

の給与額を減額して給与を支給することとした。 （第 19条関係）

(2) この条例は、公布の日から施行することとした。
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茅ヶ崎市病院事業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正する条例新旧対照表

改 正 後 改 正 ‘’ 
目Il

（給与の減額） （給与の減額）

第19条職員が勤務しないときは、時間外勤務代第19条職員が勤務しないときは、時間外勤務代

休時間（時間外勤務手当の一部の支給に代わる措 休時間（時間外勤務手当の一部の支給に代わる措

置の対象となるべき時間として病院事業管理者が

指定する時間をいう。）、祝日法による休日等又

は年末年始の休日等である場合、休暇による場合

その他その勤務しないことにつき特に承認のあっ

た場合を除くほか、その勤務しない 1時間につき

、勤務1時間当たりの給与額を減額して給与を支

給する。

始期に達するまでの子を養育するため 1日の勤務

時間の全部又は一部について勤務しないことをい

う。）、修学部分休業（当該職員が大学その他の

病院事業管理者が定める教育施設における修学の

ため、 1週間の勤務時間の一部について勤務しな

いことをいう。）、高齢者部分休業（当該職員が

5 5歳に達した日以後の日で申請において示した

日から当該職員に係る定年退職日（茅ヶ崎市職員

の定年等に関する条例（昭和59年茅ヶ崎市条例

第3号）第2条に規定する定年退職日をいう。）

までの期間中、 1週間の勤務時間の一部について

勤務しないことをいう。）又は介護休暇（当該職

員が要介護者（配偶者（届出をしないが事実上婚

姻関係と同様の事情にある者を含む。以下この項

において同じ。）、父母、子、配偶者の父犀その

他病院事業管理者が定める者で負傷、疾病又は老

齢により病院事業管理者が定める期間にわたり日

常生活を営恥のに支障があるものをいう。以下こ

の項において同じ。）の介護をするため、勤務し

ないことが相当であると認められる場合における

休暇をいう。）、介護時間（当該職員が要介護者

の介證をするため、 1日の勤務時間の一部につき

勤務しないことが相当であると認められる場合に

おける休暇をいう。）若しくは子育て部分休暇（

当該職員がその小学校就学の始期から 7歳に達ず

る日以後の最初の3月31日までの間にある子を

養育するため 1日の勤務時間の全部又は一部につ

置の対象となるべき時間として病院事業管理者が

指定する時間をいう。）、祝日法による休日等又

は年末年始の休日等である場合、休暇による場合

その他その勤務しないことにつき特に承認のあっ

た場合を除くほか、その勤務しない 1時間につき

、勤務1時間当たりの給与額を減額して給与を支

給する。

2 職員が部分休業（当該職員がその小学校就学の I2 職員が部分休業（当該職員がその小学校就学の
始期に達するまでの子を養育するため 1日の勤務

時間の 一部について勤務しないことをい

う。）、修学部分休業（当該職員が大学その他の

病院事業管理者が定める教育施設における修学の

ため、 1週間の勤務時間の一部について勤務しな

いことをいう。）、高齢者部分休業（当該職員が

5 5歳に達した日以後の日で申請において示した

日から当該職員に係る定年退職日（茅ヶ崎市職員

の定年等に関する条例（昭和59年茅ヶ崎市条例

第3号）第2条に規定する定年退職日をいう。）

までの期間中、 1週間の勤務時間の一部について

勤務しないことをいう。）又は介護休暇（当該職

員が要介護者（配偶者（届出をしないが事実上婚

姻関係と同様の事情にある者を含む。以下この項

において同じ。）、父母、子、配偶者の父鼻その

他病院事業管理者が定める者で負傷、疾病又は老

齢により病院事業管理者が定める期間にわたり日

常生活を営むのに支障があるものをいう。以下こ

の項において同じ。）の介護をするため、勤務し

ないことが相当であると認められる場合における

休暇をいう。）、介謹時間（当該職員が要介護者

の介護をするため、 1日の勤務時間の一部につき

勤務しないことが相当であると認められる場合に

おける休暇をいう。）若しくは子育て部分休暇(

当該職員がその小学校就学の始期から 7歳に達す

る日以後の最初の3月31日までの間にある子を

義育するため 1日の勁務時間の 一部につ
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いて勤務しないことが相当であると認められる場

合における休暇をいう。）の承認を受けて勤務し

ない場合には、前項の規定にかかわらず、その勤

務しない 1時間につき、勤務1時間当たりの給与

額を減額して給与を支給する。

いて勤務しないことが相当であると認められる場

合における休暇をいう。）の承認を受けて勤務し

ない場合には、前項の規定にかかわらず、その勤

務しない1時間につき、勤務1時間当たりの給与

額を減額して給与を支給する。

I
 

I
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茅ヶ崎市病院事業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正する条例参照条文

0地方公営企業法

（給与）

第三十八条 企業職員の給与は、給料及び手当とする。

2 企業職員の給与は、その職務に必要とされる技能、職務遂行の困難度等職務の内容と責任に応

ずるものであり、かつ、職員の発揮した能率が充分に考慮されるものでなければならない。

3 企業職員の給与は、生計費、同一又は類似の職種の国及び地方公共団体の職員並びに民間事業

の従事者の給与、当該地方公営企業の経営の状況その他の事情を考慮して定めなければならない

゜土企業職員の給与の種類及び基準は 条例で定める。

0茅ヶ崎市職員の定年等に関する条例

（定年による退職）

第 2条職員は、定年に達したときは 定年に達した日以後における最 の3月 31日 以下「定

年退職日」という。）に退職する。
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議案第86号

入札結果表

1 電子入札区分 電子入札

2 年度 令和7年度

3 入札執行部局名／入札執行所属名 経営総務部 契約検査課

4 入札方式 一般競争入札

5 落札者 鴻池・亀井特定建設工事共同企業体

6 営業種目 土木ー式

7 開札日 令和7年7月3日

8 開札場所 茅ヶ崎市役所本庁舎 5階契約検査課

， 件名 令和7年度準用河川千ノ川整備工事

10 履行箇所 茅ヶ崎市矢畑地内

11 履行期間（契約期間） 市議会議決の日から

令和8年10月30日まで

12 予定価格（税抜） ¥747,490,000 

予定価格（税込） ¥822,239,000 

13 落札金額（税抜） ¥718,000,000 

落札金額（税込） ¥789,800,000 

14 調査基準価格（税抜） ¥687,690,800 

調査基準価格（税込） ¥756,459,880 

15 失格基準価格（税抜） ¥616,037,272 

失格基準価格（税込） ¥677,640,999 

16 結果 落札

No.I 参加事業者

1 鴻池・亀井特定建設工事共同企業体

第1回入札額 1第2回入札額 1第3回入札額 1第4回入札額 1 摘要

718, 000, 000 ー落札

調査基準価格
予定価格150,000,000円以上の工事の請負契約で、最低制限価格を設けない入札において、地方自治法
施行令第16 7条の 10第1項に規定する当該契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認める場合の基
準となる価格。

失格基準価格
契約の内容に適合した履行が困難であると判断するための価格。
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議案第87号 ］ 

入札結果表

1 電子入札区分 電子入札

2 年度 令和7年度

3 入札執行部局名／入札執行所属名 経営総務部契約検査課

4 入札方式 一般競争入札

5 落札者 ヤンテック・神奈川電設特定建設工事共同企業体

6 営業種目 電気

7 開札日 令和7年7月3日

8 開札場所 茅ヶ崎市役所本庁舎 5階契約検査課

， 件名 （仮称）茅ヶ崎市保健所・保健センター建設（電気設備）工事

10 履行箇所 茅ヶ崎市茅ヶ崎三丁目994番4

11 履行期間（契約期間） 市議会議決の日から

令和9年3月16日まで

12 予定価格（税抜） ¥552,940,000 

予定価格（税込） ¥608,234,000 

13 落札金額（税抜） ¥546,000,000 

落札金額（税込） ¥600,600,000 

14 調査基準価格（税抜） ¥508, 704,800 

調査基準価格（税込） ¥559,575,280 

15 失格基準価格（税抜） ¥458, 760,585 

失格基準価格（税込） ¥5Q4,636,643 

16 結果 落札

No.I 参加事業者

1 ヤンテック・神奈川電設特定建設工事共同企業体

第 1回入札額 I第2回入札額 I第3回入札額 I第4回入札額 I摘要
546,000,000 ＿，落札

調査基準価格
予定価格150,000,000円以上の工事の請負契約で、最低制限価格を設けない入札において、地方自治法施行令第
1 6 7条の 10第 1項に規定する当該契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認める場合の基準となる価格。

失格基準価格
契約の内容に適合した履行が困難であると判断するための価格。



-146-

--0123456789

議案第88号

．

」

入札結果表

1 電子入札区分

2 年度

3 入札執行部局名／入札執行所属名

4 入札方式

5 落札者

6 営業種目

7 開札日

8 開札場所

9 件名

10 履行箇所

11 履行期間（契約期間）

12 予定価格（税抜）

予定価格（税込）

13 落札金額（税抜）

落札金額（税込）

14 調査基準価格（税抜）

調査基準価格（税込）

15 失格基準価格（税抜）

失格基準価格（税込）

16 結果

電子入札

令和7年度

経営総務部契約検査課

一般競争入札

勝栄・マルイ特定建設工事共同企業体

管

令和7年7月3日

茅ヶ崎市役所本庁舎 5階契約検査課

（仮称）茅ヶ崎市保健所。保健センター建設（機械設備）工事

茅ヶ崎市茅ヶ崎三丁目994番4

市議会誂決の日から

令和9年3月16日まで

¥487, 150,000 

¥535, 865,000 

¥484,400,000 

¥532,840,000 

¥448, 178,000 

¥492, 995,800 

¥404,396,522 

¥444,836, 174 

落札

No. 参加事業者 第1回入札額 第2回入札額 第3回入札額 第4回入札額 摘要

1 勝栄・マルイ特定建設工事共同企業体 484,400,000 落札

2 生井。田口特定建設工事共同企業体 485,800,000 _1 
3 ヤンテック・山本ポンプ工業特定建設工事共同企業体 487,000,000 

調査基準価格
予定価格150,000,000円以上の工事の請負契約で、最低制限価格を設けない入札において、地方自治法施行令第16 7 
条の 10第1項に規定する当該契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認める場合の基準となる価格。

失格基準価格
契約の内容に適合した履行が困難であると判断するための価格。
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1 電子入札区分

2 年度

3 入札執行部局名／入札執行所属名

4 入札方式

5 落札者

6 営業種目

7 開札日

8 開札場所

9 件名

10 履行箇所

11 履行期間（契約期間）

12 予定価格（税抜）

予定価格（税込）

13 落札金額（税抜）

落札金額（税込）

14 調査基準価格（税抜）

調査基準価格（税込）

15 失格基準価格（税抜）

失格基準価格（税込）

16 結果

入札結果表

電子入札

令和7年度

経営総務部契約検査課

一般競争入札

生井・田口特定建設工事共同企業体

管

令和7年7月28日

茅ヶ崎市役所本庁舎 5階契約検査課

議案第89号

茅ヶ崎小学校外3校屋内運動場他空調設備設置（機械設備）工事

茅ヶ崎市共恵一丁目 10番23号外3箇所

¥264,460,000 

¥290,906,000 

¥262,500,000 

¥288, 750,000 

¥243,303,200 

¥267,633,520 

¥216,452,651 

¥238,097,916 

落札

市議会議決の日から

令和8年5月15日まで

一＇ ， 

No. 参加事業者

1 1生井・田口特定建設工事共同企業体

2 ヤンテック・山本ポンプ工業特定建設工事共同企業体

第二，L：。1第2回入札:1第3回入札:1第4回入札:1:: 
ー不着

調査基準価格
予定価格150,000,000円以上の工事の請負契約で、最低制限価格を設けない入札において、地方自治法施行令第1
6 7条の 10第 1項に規定する当該契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認める場合の基準となる価格。

失格基準価格
契約の内容に適合した履行が困難であると判断するための価格。
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lー 議案第ぃ｀□―|•I

見積もり合わせ結果表

1 電子入札区分

2 年度

3 入札執行部局名／入札執行所属名

4 入札方式

5 決定者

6 随意契約の適用条文

7 営業種目

8 開札日

9 件名

10 履行期間（契約期間）

11 予定価格（税抜）

予定価格（税込）

12 決定金額（税抜）

決定金額（税込）

13 結果

No. 法人番号 参加事業者

1 I 2020001029308 I株式会社有隣堂

電子入札

令和7年度

経営総務部契約検査課

随意契約

株式会社有隣堂

地方自治法施行令第16 7条の 2第 1項第2号

情報処理用機器材

令和7年7月25日

学習用端末等の購入

市議会議決の日から令和8年3月31日まで

¥1,002,600,000 

¥1, 102, 860, 000 

決定

第1回見積額 1第2回見積額 1第3回見積額 1第4回見積額 1摘要

1,002,600, 0001 ・ -I - ― 決定
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議案第94号 ］＼ 

I 

「議案第 94号和解について」の経過報告

事故発生日時

事故発生場所

事故当事者

令和 7年 2月 12日 午後 2時 30分頃

茅ヶ崎市堤 21 8 6番地先

相手方 市内在住の男性

当方茅ヶ崎市

経過

令和 7年 2月 12日 事故発生

令和 7年 2月 12日 道路管理課より資産経営課へ事故発生の連絡をする。

令和 7年 2月 13日 事故発生を公益社団法人全国市有物件災害共済会ヘシ

ステムにて登録後、電話で報告する。

和解内容

区 分 茅ヶ崎市

損害額

（算出内訳）

相手方

0円 1 1, 4 4 4, 4 4 4円

（修理費等）

1, 444, 444円

過失割合

賠償額

（算出内訳）

90% 

1, 300, 000円
----------------------------------

（相手方の損害額）

1, 444, 444円X90%

=1, 300,000円

10% 
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報告第 13号
報告第 14号

令和6年度決算に基づく茅ヶ崎市の健全化判断比率等について

平成19年6月に「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」が成立・公布されました。
地方公共団体は、国の算定基準に基づき、財政の健全性を判断するための4つの指標（健全化判断比率）
と公営企業の経営状況を明らかにする指標（資金不足比率）を公表することが義務付けられたため、本市も平
成19年度から健全化判断比率等を監査委員の審査に付した上で、議会に報告するとともに、市民のみなさま
に対して公表を行っております。
平成21年4月から法律全体が施行されたため、地方公共団体は、健全化判断比率により、「健全段階」・「早
期健全化段階」・「財政再生段階」の3つの段階に区分され、4つの健全化判断比率のうち、ひとつでも基準を
超えた場合、「財政健全化計画」や「財政再生計画」を定め、財政の健全化を図らなければなりません。

1健全化判断比率について

令和6年度決算に基づき健全化判断比率を算定したところ、下表のとおりいずれの指標についても早期健
全化基準を下回りました。

--------------本市の健全化判断比率 早期健全化基準 財政再生基準

①実質赤字比率
（黒字）

11.29% 20.00% 

②連結実質赤字比率
（黒字）

16.29% 30.00% 

③実質公債費比率 4.8% 25.0% 35.0% 

④将来負担比率 17.2% 350.0% -
①実質赤字比率

一般会計等（本市の場合、一般会計及び公共用地先行取得事業特別会計を合算し、会計間の重複を調整
したもの）を対象とした実質赤字額の標準財政規模（人口、面積等から算定するその団体の標準的な一般財
源の規模）に対する比率であり、これが生じた場合には、赤字の早期解消を図る必要があります。
本市の一般会計等の令和6年度決算の実質収支は黒字であったため、前年度同様、実質赤字比率は発生
しておりません。

②連結実質赤字比率

病院事業会計等の公営企業会計を含む全会計を対象とした実質赤字額（又は資金不足額）の標準財政規
模に対する比率であり、これが生じた場合には、問題のある会計が存在することになるため、赤字の早期解消
を図る必要があります。
本市の全会計の令和6年度決算の実質赤字（収支）額及び資金不足（剰余）額を合算した結果は黒字で
あったため、前年度同様、連結実質赤字比率は発生しておりません。

③実質公債費比率

一般会計等が負担する元利償還金などの標準財政規模に対する比率であり、 18％以上で起債が許可制と
なり、 25％以上で一部の起債が制限されます。
令和6年度の本市の実質公債費比率(3カ年平均）は、4.8％で、前年度の3.9％から0.9ポイント悪化しまし
たが、早期健全化基準を大きく下回っています。悪化した主な要因は、公営企業債の償還に充てたと認めら
れる経費の増によるものです。
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④将来負担比率

地方債残高や職員の退職手当に係る負担見込額など、一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標
準財政規模に対する比率であり、これらの負債が将来財政を圧迫する可能性が高いかどうかを示すストック指
標です。この比率が高い場合、将来これらの負担額を実際に支払う必要が生じることから、今後の財政運営が
圧迫される等の間題が生じる可能性が高くなります。
令和6年度の本市の将来負担比率は17.2％で、前年度の16.3％から0.9ポイント悪化しておりますが、早
期健全化基準である350％を大幅に下回っています。悪化の主な要因は、将来負担比率算定の分母となる
標準財政規模の増よりも、分子となる将来負担額の増が上回ったことによるものです。

早期健全化基準とは…

健全化判断比率のいずれかが早期健全化基準以上の場合は、「早期健全化段階」となり、財政健
全化計画を定めなければなりません。

財政健全化計画は、議会の議決を経て定め、速やかに公表するとともに、総務大臣等への報告を

行います。
また、財政健全化計画を定めている財政健全化団体は、その実施状況を毎年度議会に報告し、公
表を行います。

財政再生基準とは…

実質赤字比率、連結実質赤字比率及び実質公債費比率のいずれかが財政再生基準以上の場合
は、「財政再生段階」となり、財政再生計画を定めなければなりません。

財政再生計画は、議会の議決を経て定め、速やかに公表するとともに、総務大臣と協議し、その同

意を求めることができます。
財政再生計画を定めている財政再生団体は、その実施状況を毎年度議会に報告し、公表を行い

ます。

2 各公営企業の資金不足比率について

資金不足比率は、公営企業ごとの資金不足額の事業の規模に対する比率であり、経営健全化基準(20%)
以上となった場合には、経営健全化計画を定めなければなりません。
令和6年度決算においては、下表のとおり資金不足を生じた公営企業はないため、資金不足比率の該当は
ありませんでした。

②資金不足額
資金不足比率（％）

会 計 名 ①事業の規模
②／① 

公共下水道事業会計 4,249,074千円
（資金不足なし）

12,291,578千円病 院 事 業 乙
計

（資金不足なし）
コ
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茅ヶ崎市長佐藤光様

7茅監第 32号

令和 7年 8月 20日

茅ヶ崎市監査委員 成田 博隆

同 鈴木善治

同 山崎広子

令和 6年度茅ヶ崎市健全化判断比率の審査について

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成 19年法律第 94号）第 3

条第 1項の規定により、審査に付された令和 6年度茅ヶ崎市健全化判断比率を

審査したので、別紙のとおり意見を提出します。
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1 審査の対象

令和 6年度茅ヶ崎市健全化判断比率

(1) 実質赤字比率

(2) 連結実質赤字比率

(3) 実質公債費比率

(4) 将来負担比率

2 審査の期間

令和 7年 7月17日から令和 7年 8月 19日まで

3 審査の方法

健全化判断比率の審査を、次の方法により行いました。

(1) 算定の基礎となる事項を記載した書類の計数が正確かの確認

(2) その計数によって比率が正確に算定されているかの確認

(3) 関係職員の説明聴取

4 審査の結果

(1) 総合意見

ア 審査に付された令和 6年度茅ヶ崎市健全化判断比率について、その算

定の基礎となる事項を記載した書類を確認したところ、いずれも適正に

作成され、記載された計数は正確なものであると認めます。

イ 審査に付された令和 6年度決算に基づく健全化判断比率は、記載され

た計数により適正かつ正確に算定されていると認めます。

健全化判断比率は、次表のとおりです。

（単位： ％） 

区分 6年度 5年度 早期健全化基準 備考

実質赤字比率 1 1. 2 9 実質赤字なし

連結実質赤字比率 1 6. 2 9 連結実質赤字なし

実質公債費比率 4. 8 3. 9 2 5. 0 

将来負担比率 1 7. 2 1 6. 3 3 5 0. 0 
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(2) 個別意見

ア 実質赤字比率について

令和 6年度の実質赤字比率は、一般会計等の実質収支額が黒字である

ため、実質赤字額がなく、実質赤字比率はマイナス9.56％で、早期健全

化基準の11.29％を下回っています。

イ 連結実質赤字比率について

令和 6年度の連結実質赤字比率は、全ての会計の実質収支額及び資金

剰余額を合算した結果、連結実質赤字額がなく、連結実質赤字比率はマ

イナス26.48％で、早期健全化基準の16.29％を下回っています。

ウ 実質公債費比率について

令和 6年度の実質公債費比率は4.8％で、前年度の3.9％と比較すると、

0.9ポイント上昇し、悪化していますが、早期健全化基準の25.0% 

を下回っています。

工 将来負担比率について

令和 6年度の将来負担比率は 17.2％で、前年度の 16.3%と比較

すると、 0.9ポイント上昇し、悪化していますが、早期健全化基準

の350.0％を下回っています。

(3) 是正改善を要する事項

特に指摘すべき事項はありません。
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茅ヶ崎市長佐藤光様

7茅監第 33号

令和 7年 8月 20日

茅ヶ崎市監査委員成田 博降

同 鈴木善治

同 山崎広子

令和 6年度茅ヶ崎市資金不足比率の審査について

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成 19年法律第 94号）第 2

2条第 1項の規定により、審査に付された令和 6年度茅ヶ崎市資金不足比率を

審査したので、別紙のとおり意見を提出します。
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1 審査の対象

令和 6年度茅ヶ崎市資金不足比率

(1) 公共下水道事業会計

(2) 病院事業会計

2 審査の期間

令和 7年 7月 17日から令和 7年 8月 19日まで

3 審査の方法

資金不足比率の審査を、次の方法により行いました。

(1) 算定の基礎となる事項を記載した書類の計数が正確かの確認

(2) その計数によって比率が正確に算定されているかの確認

(3) 関係職員の説明聴取

4 審査の結果

(1) 総合意見

ア 審査に付された公共下水道事業会計及び病院事業会計の令和 6年度

茅ヶ崎市資金不足比率について、その算定の基礎となる事項を記載した

書類を確認したところ、書類はいずれも適正に作成され、記載された計

数は正確なものであり、その計数により適正かつ正確に算定されている

と認めます。

イ 算定の結果、いずれの会計も資金不足を生じていないため、資金不足

比率は計上されませんでした。

資金不足比率は、次表のとおりです。

（単位： ％） 

区分 6年度 5年度 経営健全化基準 備考

公共下水道事業会計 2 0. 0 0 資金不足なし

病院事業会計 2 0. 0 0 資金不足なし

(2) 是正改善を要する事項

特に指摘すべき事項はありません。
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l一 報告第15号 」
「報告第 15号専決処分の報告について」の経過報告

事故発生日時

事故発生場所

事故当事者

令和 7年 3月 21日 午後 5時 25分頃

浜見平保育園の廊下

相手方 市内在住の女性

当方茅ヶ崎市

経過

令和 7年 3月 21日 事故発生

令和 7年 3月 24日 事故発生を全国市長会（代理店 損害保険ジャパン

株式会社）に報告。

令和 7年 7月 9日 専決処分（示談の締結）をする。

示談内容

区 分 茅ヶ崎市 相手方

損害額 20,840円

（算出内訳）

（治療費）

3, 6 4 0円

（通院慰謝料）

17,200円

過失割合 100% 0%  

賠償額 20,840円

（相手方の損害額）

（算出内訳） I20, 840円 X 1 0 0 % 
=20, 840円

＼
 ＼
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二第16号
「報告第 16号専決処分の報告について」の経過報告

事故発生日時

事故発生場所

事故当事者

令和 7年 6月 6日 午後 1時 40分頃

東海岸南四丁目 11番 53-1 9号

相手方 市内在住の男性

当方茅ヶ崎市

経 過

令和 7年 6月 6日 事故発生

令和 7年 6月 6日 環境事業センターより資産経営課へ事故発生の連

絡を受ける。

令和 7年 6月 6日 事故発生を公益社団法人全国市有物件災害共済会

の基幹システムにて事故登録し、電話で連絡する。

令和 7年 7月 14日 専決処分をする。

損害賠償の額の内訳

区 分 茅ヶ崎市 相手方

損害額 48,400円

（算出内訳）
（修理費）

4 8, 4 0 0円

過失割合 100% 0%  

賠償額 I 48, 400円

（算出内訳）

（相手方の損害額）

48, 400円XlOO%

=48,  400円
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報告第17号 | I 

「報告第 17号専決処分の報告について」の経過報告

事故発生日時

事故発生場所

事故当事者

令和 7年 6月 9日 午後 1時40分頃

平和町 1番 23号地先

相手方 市内在住の女性

当方茅ヶ崎市

経 過

令和 7年 6月 9日 事故発生

令和 7年 6月 9日 建設総務課より資産経営課へ事故発生の連絡を受

ける。

令和 7年 6月 9日 事故発生を公益社団法人全国市有物件災害共済会

の基幹システムにて事故登録し、電話で連絡する。

令和 7年 7月 17日 専決処分をする。

損害賠償の額の内訳

区 分 茅ヶ崎市 相手方

損害額 92,500円

（算出内訳）
（修理費等）

92,500円

過失割合 100% 0%  

賠償額 92,500円

（算出内訳）

（相手方の損害額）

92, 500円Xl00%

=92, 500円
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報告第18号 ］ 
「報告第 18号専決処分の報告について」の経過報告

事故発生日時

事故発生場所

事故当事者

令和 7年 5月 17日午後 3時44分頃

東海岸北四丁目 12番 10 -3号

相手方 市内在住の男性

当方茅ヶ崎市

経過

令和 7年

令和 7年

令和 7年

5月 17日 事故発生

5月 19日 事故発生を保険会社に連絡する。

7月 25日 専決処分をする。

示談内容

区 分 茅ヶ崎市 相手方

損害額 372,900円

（算出内訳）

（作業費）

283,000円

（運搬費）

20, 000円

（諸経費・現場管理費）

36, 360円

（端数調整費）

▲ 3 6 0円

（消費税）

33, 900円

過失割合 100% 0%  

372,900円

（相手方の損害額）

（算出内訳） 1372, 900円 X 1 0 0 % 

賠償額

=372, 900円
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I 
報告第19号□□］I

「報告第 19号専決処分の報告について」 の経過報告

事故発生日時

事故発生場所

事故当事者

令和 7年 5月 1日 午後 3時 24分頃

十間坂一丁目 4番 21号

相手方 市内在住の女性

方茅ヶ崎市当

経

令和 7年

令和 7年

令和 7年

過

令和 7年

5月

5月

5月

日

日

日

1

1

2

 

7月 29日

事故発生

博物館より資産経営課へ事故発生の連絡を受ける。

事故発生を公益社団法人全国市有物件災害共済会

の基幹システムにて事故登録し、電話で連絡する。

専決処分をする。

損害賠償の額の内訳

区 分 茅 ケ 崎 市 相 手 方

損害額 228,085円

（算出内訳）
2 2 8, 

（修理費）

0 8 5 円

過失割合 100% 0%  

賠 2 2 8, 
I l 

（相手方の損害額）

0 8 5円Xl00%

償 額 0 8 5円

（算出内訳） 2 2 8, 

= 2 2 8, 0 8 5円
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報告第20号 1 

「報告第 20号専決処分の報告について」の経過報告

事故発生日時

事故発生場所

事故当事者

令和 7年 5月 22日 午前 11時 3分頃

松林小学校敷地内

相手方 市外在住の女性

当方茅ヶ崎市

経過

令和 7年 5月 22日 事故発生

令和 7年 5月 22日 松林小学校より学務課へ事故発生の連絡を受ける。

令和 7年 5月 22日 事故発生を保険会社に連絡する。

令和 7年 8月 5日 専決処分（示談の締結）をする。

示談内容

区 分 茅ヶ崎市 相手方

損害額 198,824円

（算出内訳）
（修理費等）

198,824円

過失割合 100% 0%  

賠償額

（算出内訳）

198,824円

（相手方の損害額）

198,824円Xl00%

198,824円
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